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はじめに
　昨今の日本農業を取り巻く環境は後継者不
足、TPP交渉、「食の安全」問題、「地方創生」
などの様々な事象により、大きな変革のうねり
の中にある。筆者はこれまで東（ 2011 ）、東
（ 2014 ）の 2 本の論文を通じて、「農業と製造
業の相対化」の観点から農業の将来像について
の検討を現場のマネジメントレベルで行ってき
た。本稿ではこれらの先行論文での研究成果に
基づき、山梨県の農業の実態に対する調査分析
を通じて、同県の農業の将来像を検討していく。
　本稿の構成は以下の通りである。まず第 1 節
で先行論文の内容を概観し、「農業と製造業の
相対化」が農業の将来像研究にとって重要な要
素であることを指摘する。第 2 節では農業の将
【概　要】
　昨今の日本農業を取り巻く環境は後継者不足、TPP交渉、「食の安全」問題、「地方創生」などの
様々な事象により、大きな変革のうねりの中にある。本稿では、山梨県における農業のあり方の将来
像について、その立地と生産品目の観点から詳細な検討を行うことを目的としている。
　農業を取り巻く環境の変化は、農業の将来像に関する議論を活発にしている。しかしながらその一
方で、ある種の「マネジメント・ファッション」が、地域の実態に即した議論を経ずして表層的に重
用されるというケースも発生しつつある。
　本稿は、いったんこのような議論から距離を置き、地域の実態に関する詳細な検討に基づいた「地
域レベルでの農業の将来像」の検討を、山梨県を題材として試みていく。そしてその結果、山梨県の
農業の将来像として、「特定産品に依存しない、高品質・多品種少量・需要即応型農産物供給拠点」
としての「新世代農業クラスター」構想の可能性が示唆された。
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来像に関する各種の議論を概観し、その長所と
短所についての分析を加える。第 3 節では山梨
県の農業を取り巻く現状を概観し、立地と生産
品目の特性について検討を行う。第 4 節と第 5
節では、これまでの分析・検討に基づき山梨県
の農業の将来像について議論を行い、その実現
方法について検討する。
　結論を先取りするならば、四方を産地に囲ま
れた内陸県である山梨県は、地形が複雑である
ために耕作可能面積が小さく、同時に耕作地の
標高が多岐にわたるため、均質な条件の耕作地
を広く確保することが容易ではない、という特
徴を持っており、その特徴を逆手に取った「特
定産品に依存しない、高品質・多品種少量・需
要即応型農産物供給拠点」としての「新世代農
業クラスター」の構築を提案するものである。
第 1節：農業と製造業の相対化に関する
先行論文の概観
　筆者は 2010 年から継続して「農業と製造
業の相対化」をコンセプトに、農業の現場研
究を推進してきた。その研究の骨子には藤本
（ 2004 ）が提唱した「統合型ものづくりシス
テム」のコンセプトが存在している。この「統
合型ものづくりシステム」を藤本（ 2004 ）は、
「トヨタ自動車株式会社を代表とした、日本の
優良なものづくり企業が共通して持っている特
徴的なシステム」と定義している。
　なぜ、この「統合型ものづくりシステム」の
コンセプトが重要なのかというと、「顧客満足
の源泉たる『良い設計』を、可能な限り良い形
で顧客に渡す」ことを実現するための諸方策の
束がこの「統合型ものづくりシステム」だから
だ。具体的には 5S活動、TQC、作業の標準化、
かんばん方式などの活動を継続的かつ統合的に
実施することを指す。そして、この概念は製造
業のみならず、サービス産業や農業にも適用が
可能だ。なぜなら、産業の違いは所詮「設計情
報を運ぶ媒体の違い」に過ぎないからである。
　つまり、製造業がいわゆる原材料を「設計図
通りに加工」することで、「設計者の意図」を
顧客が手に取れる形に作り上げ、物流ルートを
経由して顧客に届けるという流れを持っている
とするならば、サービス産業は「無形の」、す
なわち手に取ることのできない設計情報を顧客
に「体験」という形を通じて提供する産業である。
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図Ⅰ：「設計情報の流れ」としてのものづくり
出典：筆者作成
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　では、農業はどのように解釈できるだろうか
？東（ 2014 ）では、農業生産者の使命を「種
・苗に組み込まれている設計情報（＝品種・遺
伝子情報）を可能な限り良い形で実現し、それ
が劣化しないよう迅速に顧客に届けること」と
定義している。これら三つの産業は「人工物」
を操作して付加価値を得る、というコンセプト
を共有しているのである。
　この観点から東（ 2011 ）では、農業の現場
に製造業の各種手法をどのように導入・展開す
べきかの検討を、株式会社サラダボウルのナス
圃場を題材に検討した。各種作業の詳細な分析
を通じて作業標準を策定することを通じて、生
産性向上のきっかけを作ることができた。一般
に農業は作業の標準化が難しく、個人のノウハ
ウに依存するという主張が強い一方で、「組織
化」が求められる農業において標準化を行う方
法論を構築することに対して一定の成果を得た
と言って良いであろう。
　続けて、東（ 2014 ）では、Thompson（ 1967 ）
の「テクニカル・コア」と「バウンダリ・スパ
ナ」の議論を援用することで、農業に存在して
いる不確実性のあり方を詳細に検討した。農業
のテクニカル・コアが生産活動であるとするな
らば、一般にその予測可能性は製造業に比して
低い。その理由は大別すると 3 点存在する。
第一には農作業を実施する環境の斉一性が低い
こと、第二には、環境要因の変化を引き起こす
イベントに関する予測可能性が低いこと、第三
には生産物そのものが不安定であるということ
である。一方製造業は「設計」というプロセス
で事前に定義された生産物の最終形に従って
「生産」のプロセスが事前に定義されており、
Thompson（ 1967 ）ではこれを「長連結型テ
クノロジー」と定義している。
　即ち、農業はその脆弱なテクニカル・コアの
予測可能性を高める、もしくはバウンダリ・ス
パナの活動を通じてその不確実性を緩和するこ
とが経営施策上重要なのである。前者を実現す
るためには生産量の平準化や品質の均一化・改
善といった製造業がこれまで長期的に積み上げ
てきたノウハウが効果を持ち、後者を実現する
には複数の販路開拓や、取引先に対する優位な
ポジションの確保などが挙げられる。
　これらの先行論文で指摘した論旨は「農業は
必ずしも特殊な産業ではない」という点に集約
される。農業の特性は、製造業との相対化の中
で分析が可能であり、経営学における各種研究
成果や手法を援用することが十分可能なのだ。
次の第 2 節では、農業の将来像に関する諸議論
のうちでも特に「産地化」と「六次産業化」に
焦点を当て、その可能性と限界について検討を
加えていく。
第 2節：農業の将来像に関する諸議論
　冒頭でも論じたとおり、日本の農業を取り巻
く環境は大きな変革のうねりの中にある。その
流れの中で、精査を経ないまま、ある種もては
やされている議論が生まれつつあるのも事実で
ある。もちろん、これらの議論にも一定の合理
性は存在しているが、万能の処方箋とはなり得
ない。コンティンジェンシー理論の立場に立つ
ならば、取るべき方策は与えられた状況によっ
て異なってしかるべきだからである。しかしな
がら現在の農業に関する議論の中では万能薬の
ように不用意にある種の施策を導入してしまっ
ているケースが少なくない、という印象を禁じ
得ないのである。
　本節で精査の対象としたいのは、その中でも
特に「産地化」と「六次産業化」の 2 つである。
　前者の議論は、小規模農家が散在している現
状から、農地の集約と経営の組織化を通じて地
域が生産性に優れた特定産品の産地へと変革す
べきである、というものだ。現状の事例として
は「ばれいしょ産地」としての北海道や「トマ
ト産地」としての熊本、そして「桃・ぶどう産
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地」としての山梨県もまたその一つだ。これら
の「産地」が形成される要因としては、気象条
件、地勢、大消費地との距離といったものが考
えられる。例えば日本におけるトマトの生産量
トップ 3 は北海道、熊本県、茨城県である。こ
れら 3 道県がトマトの産地となっている理由
は、茨城県については首都圏近接立地、熊本県
と北海道については大消費地近接産地が当該作
物を出荷できない時期の出荷が可能である点が
大きく影響していると考えられるのである。
　確かに、「規模の経済」の論理は「大量生産」
の利益を説明する有力な論拠であり、製造業を
始め各種産業に適用が可能なものだ、一方で、
製造業においてはすでに、顧客ニーズの多様化
などを背景とした、「大量生産」の限界を指摘
する議論が主となりつつある。
　また、農業における特定地域の「産地化」は、
ある種のリスクを拡大する可能性もある。東
（ 2014 ）では、農業においては、生産量の平
準化ができていない場合にリスクが大きくなる
という点を指摘している。豊作になると市場全
体への供給量が増えることで価格が下落して利
益が確保できず、不作の場合は出荷価格が上昇
する一方で、出荷量を事前に決定している契約
栽培などの場合、「逆ざや」が発生するのである。
　つまり、多くの場合市場メカニズムで価格が
決定する農作物について、特段の対策なしに特
定地域が「産地」となるのは、「すべての卵を
一つのかごに入れた」状態に他ならない。この
ようなリスクを避けるためには、経営主体単
位、もしくは地域単位で農作物のポートフォリ
オを持つことが一つの策である。もう一つに
は、生産量の変動を小さくし、品質を高めた「ブ
ランド産地」となることによって価格変動リス
クを回避することが方策となり得るだろう。
　第二には「六次産業化」である。これは第一
次産業である農業が、第二次産業である製造
業、そして第三次作業であるサービス産業と結
びつくことによってその付加価値を高めるとい
うコンセプトだ。市場メカニズムによる価格決
定に依存せざるを得ない状況にあった農業にと
っては、この「六次産業化」によって自社商品
の独自の販路や加工品の価格決定権を得ること
は大きな魅力に映る。
　じじつ、生産物の加工はその不安定性を削減
することに大いに貢献する。冷凍食品やジュー
スなどにすることで、農作物の品質保持期間は
大幅に延長できるのである。これは、販売のタ
イミングに関する裁量をある程度手に入れるこ
とに等しく、これは生産量の変動によるリスク
削減に貢献するのだ。
　また、いわゆる直販の仕組みは、価格決定権
を自社に取り戻すという点で魅力がある。農協
を通じた生産物の出荷には、流通・販売に関す
るイシューをいったん検討の範疇外に置けると
いうメリットがある一方、他の生産者の生産物
と混ざってしまうことで差別化が困難であるこ
と、そして、価格決定プロセスが市場にゆだね
られているというデメリットもある。直販化は
自社の生産物を自社により決定された価格で販
売できる、という点で有利なポジションを得る
ことができるのだ。
　しかし、当然のことではあるが、これらのメ
リットを手に入れるということは、同時にその
デメリット・リスクも引き受けねばならないと
いうことである。
　加工に進出するということは、設備をはじめ
とした新規投資を行うことを意味するのみなら
ず、品質管理や製品・工程設計を自社で行わな
ければならないということでもある。特に、品
質管理上のイシューは大きな障害たり得る。な
ぜなら、農作物における品質管理基準と、加
工食品における品質管理基準の間には大きな差
があるためだ。一般に加工食品において顧客が
許容する外部不良率は 1ppm未満といわれてい
る。一方、農作物においては市場メカニズムに
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よって価格が決定するため、品質管理基準にあ
る程度の幅が許されているのである。つまり、
農業生産者がその生産物の加工に進出するとい
うことは、「より厳しい品質管理基準を当然の
こととして受容している領域」に進出すること
にほかならない。
　直販への進出もまた、同様のリスクを引き受
けることになる。農協を通じた市場出荷を行っ
ている限り、生産者には「売れ残りリスク」は
存在しない。なぜなら、供給量がすべて売れる
まで、価格が引き下げられるためだ。しかし、
直販を行った場合にはこの売れ残りリスクをす
べて自社で引き受けなければならない。のみな
らず、受注・決済・発送の業務を新たに自社で
担当することとなるため、それに対する新規投
資や運用プロセスの整備が必須となる。インタ
ーネット通販など、アクセス性の高いチャネル
を採用した場合には、発注が想定以上に殺到す
るなどして処理しきれなくなり、結果大きな損
失を発生させることもあり得るのである。
　筆者がこの第 2 節で言及したのは、「産地化」
や「六次産業化」が誤りだ、ということではな
い。これらのアクションを、精査なく安直に採
用することが誤りだ、ということである。生産
者は自らの置かれた状況と現場の実態を直視
し、そこに存在する強み・弱みに基づき、必要
な策としてこれらのアクションを適切な形で採
用しなければならないのである。これを実現す
るためには、まず、生産者、農業経営者、政策
決定者と言った各主体が「現場の実力」を深く
理解することが必要不可欠なのである。
第 3節：山梨県の農業の実態
　では、山梨県の農業の将来像はどうあるべき
なのか。本節では、山梨県の農業の実態を概観
することを通じて検討を進めていく。
　まず、気象条件を検討する。山梨県は年間日
照時間が全国で最長であると同時に、降水量の
少なさでも全国トップクラスである。夏の気温
は非常に高くなるが、湿度が低いため夜の気温
は比較的低い。冬も、早朝や夜は冷え込みが厳
しいが、昼間は関東地方の平均程度まで気温が
上がるのである。
　これらの特徴が桃や葡萄などの果樹栽培に適
しており、その結果生産量で日本トップとなっ
ているのである。
　次に、地勢を検討しよう。山梨県は四方を山
に囲まれた内陸県で、平地は甲府盆地と富士山
麓、そして富士川沿岸部に存在している。それ
以外の場所は傾斜地が広がっている。標高差が
激しく、甲府盆地の平均標高が約 300m、静岡
県境で標高が約 70m、八ヶ岳などの高原地帯
が標高 1200m前後と、大きくばらついている。
このため、標高や地勢によって気象条件も多岐
にわたる。ここで、甲府盆地中心部の甲府市、
八ヶ岳山麓の北杜市大泉町、静岡県境の南巨摩
郡、南部町の 2014 年度の月別平均気温の比較
を以下に示す。
表 1：甲府市・大泉町・南部町の月別平均気温比較
1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月
甲府
最高 9.4 8.3 14.5 20.7 26.8 28.4 32.4 31.7 27.5 22.8 16.9 9.6
最低 -2.8 -1.7 2.9 7.3 13 18.4 22.3 23.1 17.6 13.1 6.8 -0.9
大泉
最高 5.1 4.8 9.6 15.9 22 24.1 28.1 27.5 23.3 18.8 13.3 5.5
最低 -6.1 -6.4 -1.6 3.1 9.1 14.9 18.4 19.4 13 8.8 3.9 -2.6
南部
最高 10.6 9.3 14.4 19.3 25.1 27.4 30.8 30.2 27.7 23 17.3 10.7
最低 -1.4 0.2 3.3 7.6 12.7 18.1 21.7 22.7 18 14 8.1 -0.1
出典：気象庁ホームページより筆者作成
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図2：山梨県の作物別作付面積割合
出典：農林水産省(2013)p6
表2：山梨県における主要農作物の生産高と
その全国的位置づけ
出典：農林水産省(2013)p7
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　ここまで、自然条件を検討してきたが、次に
検討するのは農業の成果としての作物出荷であ
る。農林水産省の作物統計を参照すると、水稲
の収穫量は 28,600tで第 44 位、ばれいしょの
出荷量が 669tで全国 37 位、キャベツの出荷量
が 3,720tで同じく全国 37 位となっており、穀
物、根菜、葉菜類の生産高が低いことがわかる、
一方桃は 46,600t、スモモは 6,570t、ぶどうは
39,200tでいずれも全国 1 位である。それぞれ
全国シェアは 36.3 ％、33.5 ％、24.8 ％となっ
ている。
　この実態を説明しているのが、作物別の作付
面積割合である。関東地方平均、全国平均と比
して、稲の作付面積の割合が非常に低いのであ
る。一方、果樹の作付面積割合が 48 ％と非常
に高くなっている。これは、気象条件や地理的
条件の影響に加え、歴史的な要因も影響してい
る。戦後、山梨県内で特異的に発生していた風
土病（日本住血吸虫症）を媒介するミヤイリガ
イが水田において繁殖していたことを受けて、
水田の果樹園などへの転用が積極的に推進され
たことが、水田の作付面積が田の地域より低い
一因となっている。
　一方で、ほぼすべての作物が栽培されている
地域だ、という点も特筆すべきであろう。他地
域では栽培不適となる作物も、栽培可能な条件
を整えることが可能なのである。
　次に、農業経営の実態について検討する。耕
地面積の減少と耕作放棄地の増大は全国的な課
題となっているが、山梨県は耕作放棄地の割合
が全国トップである。これは耕作地の立地条件
と地域の高齢化が主たる原因と考えられる。こ
の問題に対して、山梨県では公益財団法人山梨
県農業振興公社が農地中間管理機構としての事
業を推進していることに加え、NPO法人がそ
の活用を積極的に推進しつつある。
　果樹農家が多いことにより、農家に占める
「販売農家」の率は高い。米の専業生産農家が
少なく、換金性の高い作物の生産農家が多いこ
とになる。また、地形が複雑でまとまった農地
を確保しづらいことにより、農家 1 戸あたりの
耕地面積は全国平均と比べて狭い。特に、1ha
図3：山梨県の農家1戸あたりの耕作面積
出典：農林水産省(2013)p3
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未満の規模の農家比率は 81 ％と、関東地方の
平均と比べても圧倒的に高い。
　これまで見てきたとおり、山梨県の農業は、
その立地特性上、特定産品の大規模産地となる
ことは難しい。一方で、その立地特性はビジネ
スモデル次第で強みに転じることも可能だ。第
4 節では、山梨県の立地特性に適した農業の将
来像としての「新世代農業クラスター」構想を
提唱する。
第 4節：山梨県における「新世代農業ク
ラスター」のあり方
　これまでの議論をいったん整理しよう。第 1
節では、農業もまた「人工物の操作を通じて付
加価値を顧客に提供する」産業であることに変
わりは無く、製造業のノウハウが援用可能であ
ると言うことと、一方で農業には他産業とは異
なる形でのリスクや不確実性が存在しているこ
とを指摘した。
　第 2 節では、農業の将来像に関する議論と
してしばしば取り上げられる二つの言説（「産
地化」と「六次産業化」）についてそのメリッ
トとリスクを検討した。いずれの議論も農業の
将来像を形作る上で重要な位置を占めている一
方、それらのメリットとリスクを精査しないま
まに「マネジメント・ファッション」の如く採
用することは好ましくないことが指摘された。
そして、これらのメリット・リスクは第 1 節で
議論した、経営学や技術経営上のフレームワー
クに基づき分析が可能であることが指摘された。
　第 3 節では山梨県の農業の概況を検討した。
地形が複雑でまとまった面積の耕作地を確保し
づらく、その影響で耕作放棄地も多い、という
課題が確認されたことに加えて、日照時間が長
く、県内の地勢が多様性に富んでいることで栽
培可能な作物の種類が非常に多い、という特徴
も見いだせた。
　本節では、これらの議論に基づき、山梨県の
農業の将来像として「特定産品に依存しない、
高品質・多品種少量・需要即応型農産物供給拠
点」としての「新世代農業クラスター」構想を
提示したい。
　まず、前節で提示した山梨県の農業の実態と
その特徴のうち、強みと考えられる物が何かを
検討しよう。第一には首都圏という大消費地に
近接した立地であることが挙げられる。東京ま
で約 100 ㎞、高速道路を使えば 2 時間弱でア
クセスが可能という立地は、他の地域と比べて
物流上のコスト並びにリードタイムの観点にお
いて非常に有利なものである。
　第二には、日照時間が長いことが挙げられ
る。これは作物の生育環境を整備することが容
易であると言うことにつながる。加えて、長い
日照時間を必要とする作物の生育に有利であ
る。また、温度と灌水に注意を払うことで、季
節を問わず各種作物の栽培が可能なのである。
　第三には、地形が複雑である点が挙げられ
る。これは一見すると規模の拡大が難しいとい
うとらえ方ができる一方、条件の異なる多様な
圃場を準備できる、という考え方もできる。第
3 節で指摘したとおり、山梨県で栽培できる作
物の種類は非常に多い。一部の熱帯性の果実を
除けばほぼすべての作物が生育可能なのだ。こ
れは多様な条件の圃場が存在しているために他
ならない。また、この複雑な地形を活用して特
定の作物を長期間収穫できる体制を整える、と
いうことも可能だ。例えば、山梨県におけるス
イートコーンの収穫時期は、6 月上旬から 11
月上旬までと非常に長い。これは、気象条件の
違う地域でそれぞれ栽培を行っていることによ
るものだ。また、レタスの栽培の場合、圃場の
標高を変えることによって収穫時期をずらすと
いう方法がとられる。春と秋は標高の低い圃場
で、夏は標高の高い圃場で栽培を行うことによ
り、長期間にわたって収穫が可能になるのであ
る。
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　桃やぶどうの栽培の場合には、栽培品種を増
やすことによって収穫可能時期を拡張してい
る。ぶどうの場合、初夏から夏頃には巨峰など
が、晩夏にはマスカットなどが、そして秋には
甲州などが収穫適期を迎える。この差を活用し
て、長期にわたって収穫が可能な状況を作って
いるのだ。
　特定の作物の収穫可能時期を延ばす方法論は
大別して二つ存在する。一つは圃場の気温など
の生育条件をコントロールすること、もう一つ
は生育パターンの異なる品種を栽培すること
だ。前者の代表例がハウスを使った促成栽培で
あり、後者はいわゆる「早生・晩稲（おくて）」
品種の活用である。基本的に、これらの手法を
活用すれば多くの地域で作物の収穫可能時期を
拡張することは可能であるが、多くの場合それ
にはコストがつきまとう。促成栽培を行う場合
には設備投資に加えて燃料費がかさむ。また、
品種の使い分けを通じて収穫可能時期を拡張す
る場合には、生育パターンの異なる品種を「作
り分ける」ノウハウが必要となるのだ。
　山梨県においては、冷涼な気候から温暖な気
候までが分布しており、自然の気候を活用する
ことで収穫時期を拡張することがかなりの程度
可能である。そして、「冷涼な気候でなければ
栽培できない作物」を栽培することも可能とな
る。これらの条件を活用すれば、農業における
「多品種少量生産」を地域において実現するこ
とが可能となる。もともと大量生産に必ずしも
向いてはいない地勢と気象条件をある意味で逆
手に取るのである。
　そして、これは後継者問題や耕作放棄地問題
に対しても好影響が与えられると考えられる。
なぜなら、「小規模農業生産者が自分たちの好
きな物を栽培する」という行動をとることで、
地域としては作物のポートフォリオを拡張する
ことができるためだ。農地の仲介と新規就農支
援をパッケージ化し、各生産主体の自由意志に
基づいて農業を行うことがビジネスとして成立
する状況を作り上げることが可能になるのであ
る。
　ここまで論じてきたように、立地と生産品目
の観点から山梨県を分析すると、「大消費地に
近接していて、かつ多種多様な作物を柔軟に提
供できる」場所であることがわかる。ゆえに、
「特定産品に依存しない、高品質・多品種少量
・需要即応型農産物供給拠点」としての「新世
代農業クラスター」を目指すべきなのだ。
第 5節：山梨県における「新世代農業ク
ラスター」構築に向けて
　では、この「特定産品に依存しない、高品質
・多品種少量・需要即応型農産物供給拠点」と
しての「新世代農業クラスター」構想を実現す
るためには、どのような取り組みが必要となる
だろうか？
　具体的には「畑でとれたものが即日で首都圏
の食卓に並ぶ」という状態を実現することがテ
ーマとなるが、そのためには特に「収穫後のリ
ードタイム」の短縮がカギとなる。収穫した瞬
間から鮮度が落ちるタイプの作物の場合、収穫
後の工程フローの「流れの良さ」が、顧客に商
品として作物が届いた際の品質に直接影響する
のである。しかしながら、多くの農業の現場で
は、現状、いったん収穫した作物が出荷前に在
庫されていたり、いわゆる「集荷・選果」のプ
ロセスにおいて仕掛品在庫となっていたりする
ケースが多い。
　つまり、収穫から出荷の工程がボトルネック
となっているのだ。一方でこの部分は農業の工
程フローの中では最も「製造業」的な部分でも
ある。一定の規格に従って収穫物を選別し、箱
詰めを行い、それに封をして物流のトラックに
積み込む、というプロセスを一定のペースで繰
り返すこのプロセスは、繰り返し生産を行う組
立産業との共通性が高い。つまり、生産管理や
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工程設計などの面で製造業のノウハウを活用す
ることで、収穫から出荷のリードタイムを短縮
することが可能である。
　同時に、流通面での改革も求められることに
なる。農協などを通じて集荷→選果→出荷→市
場取引→仲卸→小売りという長大なサプライチ
ェーンを通過するためにかかるリードタイム
は、圃場から食卓へのリードタイムの大部分を
占めるためだ。このため、新世代農業クラスタ
ーにおいては消費者とのリアルタイムでの直接
取引のためのプラットーフォームを構築するこ
とが求められるだろう。もしくは、ある種の業
務用、例えば個人経営のレストランやデリカテ
ッセン、いわゆる「デパ地下」などをターゲッ
トとすることで、取引と物流の複雑性をコント
ロールすることが必要になるかもしれない。
　そして、これまでの圃場から食卓へのリード
タイムが「日（Day）」単位だとしたら、新世
代農業クラスターにおけるそのリードタイムは
「時（Hour）」単位とならねばならない。その
ためには、特に生産者の圃場における収穫から
出荷へのリードタイムは「分（Minute）」の単
位で論じられる必要があろう。
　さらに、作物の収穫量や収穫可能時期につい
ては平準化と制約条件の緩和が求められること
になる。品種や圃場のポートフォリオを組むこ
とで収穫可能時期を拡張し、現場の生産性向上
を通じて圃場管理の質を高めることで品質の安
定と生産量の平準化を実現することが重要であ
る。これらの活動を通じて、現場がその不確実
性を減少させ、予測可能なものになっていくの
である。すなわち、東（ 2014 ）が指摘した、
農業における「脆弱なテクニカル・コア」が強
化された状態である。
　ここで論じている将来像は、農業において
「統合型ものづくりシステム」が成立している
状況に他ならない。第 1 節でも指摘した通り、
農業は「種・苗に組み込まれている設計情報（＝
品種・遺伝子情報）を可能な限り良い形で実現
し、それが劣化しないよう迅速に顧客に届ける
こと」が使命である。圃場から食卓へのリード
タイムの短縮は、まさしくこの定義の後半、「そ
れらが劣化しないように迅速に顧客に届けるこ
と」の実現のための方策である。そして、農業
におけるテクニカル・コアが強化された状態
は、定義の前半、「種・苗に組み込まれている
設計情報を可能限りよい形で実現」することを
担っている。
　統合型ものづくりシステムの議論において
は、不良品を「設計情報が正しく実現していな
い状態」と定義する。このため、圃場管理の徹
底などを通じて不良品を減少させることによ
り、農業における統合型ものづくりシステムの
構築が実現するのである。2015 年度以降、こ
の「新世代農業クラスター」の実現に向けたア
クション・リサーチの推進が求められている。
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